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日本栄養・食糧学会誌第72巻第 1号 19-26(2019) 

夏 床斗

行動変容を目的とした職域におけるメタボリックシンドローム

対策プログラム

相馬優樹*,1,2, 片嶋充弘3,4, 倉内静香円沢田かほり円
徳田糸代7, 駒目 瞳月村下公一月中路重之2,4

(2018年4月11日受付； 2018年10月5日受理）

要旨：本研究は，職域における健康教育プログラムがメタボリックシンドローム指標に及ぼす効果を検討す

ることを目的とした。参加者は，青森県弘前市に事業所を置く 3企業の社員 92名とした。参加者は介入前

の健康チェック後， 3カ月間の健康教育プログラムに参加し，介入後の健康チェックを受けた。プログラムは，

月1回の内臓脂肪面積の測定によるモニタリング，内臓脂肪低減を意図した食教育，およびそれを補助する

職域給食としての弁当の提供の3要素で構成されていた。介入前後で，参加者の腹囲，内臓脂肪面積，収縮

期血圧が改善しており，男性においては体重も減少していた。弁当の提供だけでなく，モニタリングや食教

育も含めたメタボリックシンドローム対策プログラムにより，食生活全般の改善を介して効果が得られると

考えられた。

キーワード：職域メタボリックシンドローム，健康教育，食生活

肥満および過体重は，糖尿病や高血圧などの生活習慣

病や，高齢期における骨• 関節疾患の原因であることが

知られている尻一方，肥満者の人口は世界中で年々増

加しており，肥満対策は今や冊界共通の課題であるとい

える。日本においても，肥満に該当する者は 20歳以上

の男性の 28.7%, 女性の 21.3%を占める。肥満は特に

40-59歳の働き惟代の男性に多く， 30%以上の者が該当

する叫したがって，働き世代における肥満解消の取り

組みは生活習慣病の発症および重症化予防として急務の

課題といえる。

職域を対象とした減量プログラムについてはPoweret 

al団のシステマティックレビューおよびメタアナリシスに

おいてその効果が報告されている。介入内容などによっ

て差は生ずるものの，減量プログラムは概ね効果がある

としており(-2.03 kg, 95%信頼区間：ー3.92~-0.15),

特に食生活改善を含むプログラムにおいて有意な効果が

示されている。また,Anderson et al. 41の報告においても，

食生活改善と運動の実施を組み合わせた介入によって，

＊連絡者・別刷請求先 (E-mail: souma_y@iwate-pu.ac.jp) 

およそ 1.27kgの減量効果があることが示されている。し

かし，職域における減量プログラムに関する報告はまだ

少なく，さらに減量プログラムの多くは終了後にリバウ

ンド5)が見られるケースが多いため，効果の持続性につい

て問題が指摘されている。したがって， 日々の実践負担

が小さく，継続性の高いプログラム作りが重要である。

本研究は，青森県の 3企業の社員を対象とし，継続性

を重視して設計した，内臓脂肪面積のモニタリング，食

教育弁当の提供の 3要素から構成される新しいメタボ

リックシンドローム対策プログラムが，参加者の健康指

標に及ぼす影響を明らかにすることを目的とした。

方 法

1. 研究参加者

研究参加者は，青森県弘前市に事業所が所在する金融

系A社 (46名），商社系 B社 (28名）， IT系C社 (38名）

の社員で，研究協力者募集の呼びかけに応じて任意に参

加した者で，研究参加の同意が得られた 112名とした。

1岩手県立大学盛岡短期大学部 (020-0693岩手県滝沢市巣子 152-52)
2弘前大学大学院医学研究科社会医学講座 (036-8562青森県弘前市在府町5)
3花王株式会社 (103-0025東京都中央区日本橋茅場町 1-14-10)
4弘前大学大学院医学研究科アクティブライフプロモーション学研究講座 (036-8562青森県弘前市在府町5)
5青森県立保健大学健康科学部看護学科 (030-8505青森県青森市大字浜館字間瀬 58-1)
6弘前大学大学院医学研究科地域健康増進学講座 (036-8562青森県弘前市在府町5)
7弘前大学大学院医学研究科オーラルヘルスケア学講座 (036-8562青森県弘前市在府町5)
8弘前大学COi研究推進機構 (036-8562青森県弘前市在府町5)
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研究参加者は，プログラム開始前 (2015年 12月）に健

康チェック（内臓脂肪面積，アンケート調査，体格・血

圧・血液検査食事調査）と管理栄養士による健康的な

食事に関する講義を受けた。その後3カ月間にわたるプ

ログラムでは，研究参加者に対して，昼食における弁当

の提供，内臓脂肪面積のモニタリング，食生活改善のた

めの食教育を実施した。翌年3月のプログラム終了後に

再び健康チェックを受けた。参加者のうち，評価項目の

データに欠測があった者20名（アンケートのみ提出 1

名，プログラム開始前または終了後の健康チェック不参

加3名，アンケートの回答漏れ 15名，データ不備 l名）

を除いた 92名を最終的な分析対象とした。なお，本研

究は弘前大学医学部倫理委員会の承認を得て（平成27

年 12月10日承認，整理番号： 2015-158)実施され，ヘ

ルシンキ宣言の精神に則り，参加者には事前に研究の目

的と内容を口頭および文書にて説明を行い，書面による

同意を得た。

2. メタボリックシンドローム対策プログラム

2.1 内臓脂肪面積のモニタリング 内臓脂肪面積のモ

ニタリングは，体成分分析装置（内臓脂肪計EW-FA90,

医療機器認証番号： 22500BZX00522000, パナソニック（株），

大阪）を用いて月 1回の測定により行った。この装置は，

腹部生体インピーダンス法による内臓脂肪面積の推定と

同時に腹囲が測定できる凡

2.2 食教育 12月のプログラム開始前調査実施日

に，健康的な食事の講義を管理栄養士およびDVDによ

る映像によって実施した。内容は，健康に対する価値，

知識管理実践までを含んだ総合的なものであり，具

体的には日本人の食生活の変化および内臓脂肪低減のた

めの食生活改善に関する基礎知識（主として食事時間の

是正および栄養バランスを是正する食品選択に関するも

の）の提供，体重モニタリングの推奨，食生活改善の効

果に関する事例の報告，独自に作成した食習慣チェック

表（図 1) の説明についてであった。本チェック表は，

目標とする栄養バランス改善（たんばく質／脂質比（％

E/%E)の向上，食物繊維／炭水化物比 (g/g)の向上，

n-3脂肪酸／脂質比 (g/g)の向上）を目指した目標食行

動をそれぞれ7項目，合計21項目設定し，その実施の

頻度を参加者自身がチェックして食生活改善行動の実施

率を評価するものである。参加者は， 1週間ごとにこの

チェック表の記入を行った。

また，プログラム期間中に月 1回，内臓脂肪面積の測

定日に合わせて個人面談を実施した。個人面談は主に内

臓脂肪面積の測定結果および食生活に関するものであ

り，先述したチェック表を用いて算出される得点に基づ

いて専門家による食教育を実施した。食教育の講義資料，

DVDおよび食習慣チェック表は「しっかり食べて太り

にくいスマート和食町（花王（株），監修：小島美和子）

を使用した。

2.3 弁当の提供食教育の内容を実践する助けとし

表 1 弁当の構成

単位
平均値士 弁当の

標準偏差 目標

エネルギー kcal 616土18 600-700 

たんぱく質
g 30.7士2.4

%E 20.0土1.7 20 

脂質
g 16.7士1.6

%E 24.4土2.3 20 

炭水化物
g 85.4土6.4

%E 55.6士3.4 60 
食物繊維 g 6.7土1.3

n-3脂肪酸 g 1.0士0.8

食塩相当量 g 2.4士0.4

たんばく質／脂質 %E/%E 0.823土0.081 1.000 

食物繊維／炭水化物 g/g 0.078士0.013 >0.063 

n-3脂肪酸／脂質 g/g 0.059士0.046 >0.054 

(EPA+DHA)/脂質 g/g >0.023 

EPA : eicosapentaenoic acid。

DHA : docosahexaenoic acid。

て，研究参加者に対して昼食時に弁当の提供を適正な価

格で行った。弁当は，日本人の食事摂取基準(2015年版）7) 

に準拠しつつ， 目標値を昼食l食の献立に対して設定し

ている。献立は，たんぱく質と脂質のエネルギー比率，

食物繊維と糖質の摂取量の比，エイコサペンタエン酸

(EPA)およびドコサヘキサエン酸 (DHA) と脂質の比

など食教育で推奨した栄養バランスに基づき，弁当を提

供した給食会社（（株）栄研，青森）の管理栄養士により

考案されたものとなっている。介入期間中に提供された

弁当の食物繊維／炭水化物比， n-3脂肪酸／脂質比および

たんぱく質比は目標を達成していたが，脂質比を十分に

低減することが困難でやや炭水化物比が低下し，たんぱ

く質／脂質比は目標 (1.000)に対してやや下回った（表

1)。継続性の評価のため，各参加者の勤務先の3カ月間

の弁当の提供回数 (85日中 52-53回）と利用回数より，

弁当利用率を算出した。なお，弁当はすべての営業日で

提供された。

3. 調査内容

3.1 アンケート調壺研究参加者には，介入前後に

自己記入式の質問用紙を配布し，性，年齢，喫煙習慣，

運動習慣健康管理能力 (PerceivedHealth Competence 

Scale)8)について調査した。

3.2 体格，血圧，血液検査 身長は自己申告とし，体

重は生体電気インピーダンス法を用いたマルチ周波数体

組成計 (MC-190, (株）タニタ，東京）を用いて計測した。

また，身長と体重より bodymass index [BMI =体重 (kg)/

身長 (m)2]を算出した。

また，生理学・生化学的な効果の検討のため，プログ

ラム前後に血圧，血清トリグリセライド，血消HDLコ

レステロール，空腹時血糖， HbAlcの測定を行った。

なお，検査結果は参加者に示し，明らかな臨床的な異常

値を示した者については，医師が受診勧奨などを行った。



職域のメタボリックシンドローム対策プログラム 21 

ー

目標
できた

2 

だいたい

できた

3 

たまに

できた

な

た

4
＿
き
っ
で
か

毎食、魚や肉、大豆製品、卵などが入った主菜を食べる

あぷらの少ない肉（牛、豚のもも肉やひれ肉、

鶏ささみや胸肉など）を食べる

豆腐、納豆、大豆など大豆製品を食べる

無脂肪・低脂肪の牛乳やヨーグルトを選ぷ

あぶらの多い肉（ばら肉、ロース肉、ひき肉、鶏手羽、

鶏もも肉など）を控える
•·••··•··•········•··············································· 

から揚げ、フライやてんぷらなどの揚け物を控える

ベーコンやソーセージ、サラミなど肉加工品を控える

毎食、主食（ごはん、パン、麺類）を食べる

主食にごはんを1膳食べる

ごはんを胚芽米や五分づき米にしたり、玄米や雑穀、

麦などを加える

芋、大豆以外の豆、果物などを食べる

野菜、きのこ、海藻などを食べる

パスタやチャーハン、ラーメン、お好み焼きなど、油を使った

穀物料理を控える

バターやマーガリンをつけた食パンや菓子パン、惣菜パン、

デニッシュは控える

油を使った料理は1食に1皿までにする

魚を食べる

ドレッシングを作る時、オメガ3の油（えごま油、シソ油、

亜麻仁油など）を使う

.. 無脂肪・低脂肪の牛乳やヨーグルトを選ぶあぷらの多い肉（ばら肉、ロース肉、ひき肉、鶏手羽、

鶏もも肉など）は控える

ベーコンやソーセージ、サラミなど肉加工品を控える

バターやラード、生クリームなどを使った洋菓子

（クッキー・ケーキ）、菓子パンを控える

健康弁当を食べる

週に1回体重を測定し、増えていたら食事足、

活動岱を見直す
kg 

図1 食事のチェック表
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表2 参加者の特性

項目 単位
男性73名 女性 19名

中央値 25%-75% 中央値 25%-75% 

年齢 歳 39 (32-49) 34 (24-47) 

体重 kg 72.0 (65.3-80.7) 54.9 (47.9-64.5) 

BMI kg/m2 23.5 (22.3-26.8) 21.4 (18.8-23.3) 

やせ 名，（％） 2 (2.7) 2 (10.5) 

標準体重 名，（％） 44 (60.3) 14 (73.7) 

肥満 名，（％） 27 (37.0) 3 (15.8) 

弁当の利用率 ％ 92.5 (84.0-96.2) 96.2 (90.6-98.1) 

服薬（あり） 名，（％） 19 (26.0) 3 (15.8) 

現在の喫煙習慣（あり） 名，（％） 25 (34.2) 5 (26.3) 

現在の飲酒習慣（あり） 名，（％） 49 (67.1) 8 (42.1) 

現在の運動習慣（あり） 名，（％） 18 (24.7) 4 (21.1) 

収縮期血圧 140mmHg以上 名，（％） 25 (34.2) 1 (5.3) 

拡張期血圧90mmHg以上 名，（％） 23 (31.5) 5 (26.3) 

血清トリグリセライド 300mg/dL以上 名（％） 7 (9.6) 

゜
(0.0) 

血清HDLコレステロール 34mg/dL以下 名，（％） 3 (4.1) 

゜
(0.0) 

空腹時血糖 126mg/dL以上 名，（％） 4 (5.5) 

゜
(0.0) 

HbAlc6.5%以上 名（％） 4 (5.5) 

゜
(0.0) 

数値は中央値 (25パーセンタイルー75パーセンタイル），または人数（％）。

BMI : Body Mass Index。

やせ： 18.5未満，標準体重： 18.5以上25.0未満，肥満： 25.0以上。

3.3 食事調壺 プログラム参加前のエネルギーおよ

び栄養素摂取量は，簡易型自記式食事歴法質問票 (brief-

type self-administered diet history questionnaire : 

BDHQ) を用いて評価した叫 BDHQでは過去 1カ月間

の食事状況を尋ね，専用の解析プログラムを用いて 1日

あたりの総摂取エネルギーおよび各種栄養素の摂取量を

算出する。エネルギー産生栄養素バランスとして，アト

ウォーター法 10)により算出したたんばく質 (4kcal/g), 

脂質 (9kcal/g), 炭水化物 (4kcal/g)それぞれのエネ

ルギーを BDHQの総摂取エネルギーで除し，摂取エネ

ルギー比率 (%E) を求めた。飲酒習慣の評価のため，

アルコール摂取量の値も合わせて用いた。

さらに，図 1の食習慣チェック表を用いて介入前後の

食事習慣や弁当の摂取状況（摂取の有無，食べ残しの有

無等）を改善行動実施率（たんばく質／脂質比改善行

動実施率，食物繊維／炭水化物比改善行動実施率， n-3/

脂質比改善行動実施率）で評価した。各項目の週あたり

の改善行動実施率は， 1: できた=100%,2: だいたい

できた=66.6%,3: たまにできた=33.3%,4: できな

かった=0%で計算し， H標別に平均した値とした。

4. 統計解析

プログラムの効果を検討するため，介入前後の各項目

はWilcoxonの符号順位和検定を用いて比較し，効果の

大きさは効果量 (r)を用いて表した11)12)。効果量は， 0.10

以上0.30未満を『小』， 0.30以上0.50未満を『中』， 0.50

以上を『大』とした。なお，統計解析には IBMSPSS 

Statistics 25 (日本アイ・ビー・エム（株），東京）を用い，

有意水準は両側検定で5%とした。

結 果

1. 研究参加者の特徴

研究参加者の特徴を表2に示した。本研究の参加者の

年齢の中央値は男性39歳，女性34歳と比較的若年であっ

た。昼食の弁当の利用率は男女とも 90%以上であった。

2. 介入前後の比較

研究参加者のプログラム前後の測定値を表3,4に示

した。体重は，男性において有意な減少が認められた（中

央値： 72.0 kgから 71.7kg, P<0.01)。健康指標の改善

について効果量の大きかった項目は，男女における腹囲，

内臓脂肪面積，女性における拡張期血圧であった。健康

管理能力は男性で有意に向上し，女性も有意ではないも

のの向上傾向が見られた。さらに，食教育において指導

した食事習慣の実施率は男女で大きく改善していた。一

方， HbAlcは男女で有意に上昇していた。

考 察

本研究で実施した 3要素，すなわち，モニタリング．

食教育．弁当の提供には以下のような特徴がある。モニ

タリングにおいては月 1回の内臓脂肪面積と腹囲の測定

を食教育においては内臓脂肪低減を意図した健康的な

食事の講義および専門家による月 1回の個人面談の機会

を，弁当の提供においては日本人の食事摂取基準に準拠

しつつ食教育で推奨した栄養バランスを考慮した献立を

それぞれ提供した。その結果，腹囲．内臓脂肪面積．血

圧が改善し，男性において体重も有意に減少していた。

これは，先行研究13)における減量プログラムの効果を支
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表 3 プログラム前後の調査項目の比較（男性）

項目
プログラム参加前 プログラム参加後

体重

体重減少率

体脂肪率

BMI 
腹囲

内臓脂肪面積

収縮期血圧

拡張期血圧

血清トリグリセライド

血清HDLコレステロール

空腹時血糖

HbAlc 

総エネルギー摂取量

たんばく質摂取量

脂質摂取量

炭水化物摂取量

アルコール摂取量

たんばく質エネルギー比率

脂質エネルギー比率

炭水化物エネルギー比率

PHCS得点

たんぱく質／脂質比改善行動

実施率

kg 
％ 

％ 

kg/m2 

cm 
cm 2 

mmHg 

mmHg 

mg/dL 

mg/dL 

mg/dL 
％ 

kcal 
g 

g 

g 

g 

%E 

%E 

%E 

点

％ 

中央値 25%-75% 中央値

72.0 (65.3-80.7) 71.7 

0.5 

22.4 (18.0-26.3) 21.7 

23.5 (22.3-26.8) 23.4 

89.5 (84.6-95.7) 87.2 

121.0 (88.2-151.0) 98.3 

129 (122-146) 129 

82 (76-95) 81 

119 (84-209) 100 
52 (45-63) 51 

84 (78-91) 87 

5.4 (5.2-5.6) 5.5 

1,890.6 (1,466.3-2,181.2) 

59.8 (51.9-72.0) 

49.9 (41.6-61.6) 

233.8 (192.6-284.8) 

14.3 (2.1-37.7) 

13.2 (11.6-15.4) 

24.0 (20.5-29.7) 

50.7 (45.5-56.1) 

23 (19-26) 24 

47.6 (33.3-59.5) 62.3 

食物繊維／炭水化物比改善行

動実施率
% 57.1 (38.1-66.7) 67.1 

n-3/脂質比改善行動実施率 % 33.3 (23.8-47.6) 53.6 

＊［効果量 0.10以上0.30未満：小， 0.30以上0.50未満：中， 0.50以上：大。

BMI : Body Mass Index。
PHCS : Perceived Health Competence Scale。

25%-75% 

(64.0-80.5) 
(-0.6-2.6) 

(18.3-26.5) 

(22.0-26.5) 

(80.6-92.1) 

(74.8-121.0) 

(116-140) 
(74-91) 

(73-182) 

(43-58) 

(79-95) 

(5.3-5.7) 

(21-29) 

(53.2-74.3) 

(58.1-76.8) 

(45.6-64.7) 

23 

有意 効果最

確率 (r) *I 

<0.01 0.349 

0.147 0.170 

<0.01 0.319 

<0.01 0.789 

<0.01 0.791 

<0.01 0.315 

0.328 0.114 

0.530 0.074 

<0.01 0.546 

0.117 0.183 

<0.01 0.442 

<0.01 0.383 

<0.01 0.810 

<0.01 0.740 

<0.01 0.812 

持するものであり，本プログラムが職域においてメタボ

リックシンドロームの改善に貢献できることを示している。

本研究においては，研究対象者に食事制限や身体活動

のノルマを課さない，継続性を重視したメタボリックシ

ンドローム対策プログラムを実施し．その 3カ月後の変

化を検討した。その結果．弁当の平均利用率は 90%以

上と高く．参加者の体重は減少したが，効果量は大きく

なかった。先行研究においても，専門家の管理下で実施

された無作為化比較試験のメタアナリシスの減量効果

(-10.7土0.5kg)14)と比較しても，職域におけるプログ

ラムの減量効果は 1-2kgと小さい3)4)。しかしながら．

このような専門家の管理下で実施された介入においては

多くの場合にリバウンドが観察され．長期的に見ると

-1.99 kg (95%信頼区間：ー2.51~ -1.47 kg) と職域で
実施するプログラムと減量効果にほとんど差が見られな

いものもある5)。すなわち，健康の維持増進には適切な

体重の長期維持が重要であるが．ノルマを課すプログラ

ムでは継続性は得られにくく，動機付けと同時に自主的

に活動できかつ継続性も考慮したプログラムが有用であ

るといえる。

肪面積の改善が大きかったことが挙げられる。先行研究

によって，低脂質・高たんぱく質食が減量15)や内臓脂肪

蓄積の予防16)に効果的であることが報告されている。今

回の介入プログラムにおいては，これら先行研究より着

想を得て，たんばく質と脂質のエネルギー比率などに着

目した弁当の提供を行った。この弁当の摂取が，腹囲・

内臓脂肪面積が改善した要因の 1つであると考えられる

が，詳細なメカニズムに関しては今後の研究が待たれる

ところである。一方，男女において HbAlcが有意に上

昇していたが，正常範囲内の変化であった。

本研究の介入効果の特徴の 1つとして．腹囲・内臓脂

また，本研究においては，介入前後で健康管理能力が

向上しているという特徴も見られた。加えて，本研究に

おいて目標とした，たんばく質／脂質比，食物繊維／炭水

化物比， n-3脂肪酸／脂質比の向上のための食生活改善行

動の実施率が大きく増加した。これは，本プログラムに

参加することで研究参加者自身の食事の自己管理能力が

向上したことを示唆しており，これがH常生活の変容に

寄与し，効果を得ることができた可能性が考えられる。

本研究の限界として，第1に介入した集団を 3カ月間

観察したデザインであり，比較対照群を設けていないこ

とが挙げられる。そのため， 3カ月間の季節の変動など
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表 4 プログラム前後の調査項目の比較（女性）

項目
プログラム参加前 プログラム参加後 有意 効果量

中央値 25%-75% 中央値 25%-75% 確率 (r) *I 

体重 kg 54.9 (47.9-64.5) 54.3 (48.7-62.5) 0.314 0.231 

体重減少率 ％ 0.7 (-0.9-1.8) 

体脂肪率 ％ 29.4 (25.1-35.6) 28.9 (23.8-36.2) 0.831 0.049 

BMI kg/m2 21.4 (18.8-23.3) 21.3 (18.9-23.5) 0.678 0.095 
腹囲 cm 78.2 (72.6-85.3) 76.8 (69.1-85.0) <0.05 0.582 

内臓脂肪面積 cm 2 46.3 (32.0-83.0) 37.0 (27.7-93.0) <0.05 0.535 

収縮期血圧 mmHg 123 (115-129) 115 (110-121) <0.05 0.460 

拡張期血圧 mmHg 83 (80-92) 79 (74-82) <0.01 0.691 

血清トリグリセライド mg/dL 57 (48-86) 58 (48-78) 0.888 0.032 

血消HDLコレステロール mg/dL 66 (56-78) 65 (48-77) 0.433 0.180 

空腹時血糖 mg/dL 79 (78-85) 81 (74-84) 0.747 0.074 

HbAlc ％ 5.3 (5.2-5.4) 5.4 (5.2-5.6) <0.01 0.621 

総エネルギー摂取量 kcal 1,294.2 (924.5-1,497.1) 

たんばく質摂取量 g 42.7 (35.7-50.5) 

脂質摂取量 g 38.3 (27.1-48.2) 

炭水化物摂取贔 g 184.0 (121.5-202.1) 

アルコール摂取量 g 3.4 (0.0-8.4) 

たんぱく質エネルギー比率 %E 14.0 (13.1-15.4) 

脂質エネルギー比率 %E 26.8 (23.4-31.1) 

炭水化物エネルギー比率 %E 53.4 (49.2-56.1) 

PHCS得点 点 20 (17-27) 23 (21-25) 0.211 0.287 

たんぱく質／脂質比改善行動
％ 38.1 (33.3-42.9) 60.7 (49.6-63.9) <0.01 0.850 

実施率

食物繊維／炭水化物比改善行
％ 47.6 (33.3-57.1) 63.5 (59.5-73.8) <0.01 0.877 

動実施率

n-3/脂質比改善行動実施率 ％ 28.6 (19.0-42.9) 48.0 (41.5-63.5) <0.01 0.878 

*I効果量 0.10以上0.30未満：小， 0.30以上0.50未満：中， 0.50以上：大。

BMI : Body Mass Index。
PHCS : Perceived Health Competence Scale。

体重変化に関連する要因が結果に影響していた可能性が

ある。先行研究で実施されているような，長期効果の検

証および無作為化比較試験など対照群を設けてのプログ

ラムの効果検証は将来の課題である。第2に本研究の参

加者は，プログラム実施の呼びかけに応じた者であるた

め，本来健康意識が高い，または減量に対して意欲的な

集団であった可能性が否めない。本プログラムが他の集

団においても有効であるかどうかを今後検証する必要が

あるといえる。最後に，本研究における弁当ば性・年齢・

体格などで調整せず一律の弁当を提供しており，摂取状

況の調究は摂取の有無だけで食べ残し等の詳細な検討を

行っておらず，提供した弁当以外の食事の摂取量を評価

できていない。しかしながら，介入前後のチェック表の

変化より，本研究で目標とした摂取量の比については改

善したと考えられる。また，提供した弁当はたんばく質

と脂質のエネルギー比の目標を満たしていなかったとい

う限界はあるものの，メタボリックシンドローム指標は

改善していた。
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Metabolic Syndrome Improvement Programs for Behavior Modification in the 

Occupational Field 
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Summary: The aim of this study was to clarify the effectiveness of programs for improving metabolic syn-

drome in the occupational field. Ninety-two employees from three companies located in Hirosaki city, Aomori, 

participated, and all received health checkups before and after the 3-month intervention program, which con-

sisted of three components: measurement of visceral fat every month, providing education on a healthy daily 

diet, and adherence to a Japanese-style lunch box designed to decrease visceral fat. There were significant im-

provements in waist circumference, visceral fat area, and systolic blood pressure. Furthermore, weight loss was 

observed in men. These findings suggest that not only dietary intervention, but also a program for self-monitor-

ing and health education, may be beneficial for individuals with metabolic syndrome. 

Key words: occupational field, metabolic syndrome, health education, diet 
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